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１ 制度改正について（今回はありません） 

２ 介護報酬について 

2-1 介護報酬全般 

2-1-1 地域区分について 

介護報酬は、法律上、事業所が所在する地域等も考慮した、サービス提供に要する平均的な費用の額を

勘案して設定することとされています。（法第 41条第 4項等） 

これを受け、利用者に直接介護サービスを提供する従業者の賃金は地域によって差があることを踏まえ、こ

の地域差を介護報酬に反映させる為、介護報酬においては「単位」制を採用しており、地域ごと、サービスごと

に 1単位の単価が設定されています。 

 

事業者に支払われるサービス費＝ 

サービスごとに算定した単位数 × サービスごと、地域ごとに設定された 1単位の単価（10 円～11.40 円） 

 

2-1-2 【総合事業】他市町村所在の本市指定事業者に対する単価の取り扱い 
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2-1-3 日割請求における起算日 

日割りの算定方法は、実際に利用した日数にかかわらず、起算日に応じた日数による日割りとしてください。 

   

 

月額報酬対象サービス 月途中の事由 起算日 

介護予防訪問介護相当

サービス、 

介護予防通所介護相当

サービス 

開始 ・区分変更（要支援１⇔２） 

・区分変更（事業対象者⇒要支援） 

変更日 

・区分変更（要介護⇒要支援） 

・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）※１ 

・事業所指定効力停止の解除 

・利用者との契約開始 

契約日 

抜粋 
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・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認

知症対応型共同生活介護の退居※１ 

退居日の翌日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除※１ 契約解除日の翌日 

介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療

養介護の退所※１ 

退所日の翌日 

終了 ・区分変更（要支援１⇔２） 

・区分変更（事業対象者⇒要支援） 

変更日 

・区分変更（事業対象者⇒要介護） 

・区分変更（要支援⇒要介護） 

・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）※１ 

・事業廃止 

・事業所指定効力停止の開始 

・利用者との契約解除 

契約解除日 

 

 

（廃止日） 

（開始日） 

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認

知症対応型共同生活介護の入居※１ 

入居日の前日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録

開始※１ 

サービス提供日 

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所

療養介護の入所※１ 

入所日の前日 

介護予防ケアマネジメント

費、日割り計算用サービ

スコードがない加算 

― ・日割りは行わない。 

・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事

業者のみ月額包括報酬の算定を可能とする。※１ 

・月の途中で、利用者が他の保険者に転出する場合は、

それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能

とする。 

― 

 

※１ 利用者が月の途中で他の保険者に転出する場合を除く。月の途中で、利用者が他の保険者に転出する

場合は、それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。 
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2-1-4 介護報酬の調べ方（加算含む） 

・『介護報酬の解釈 １単位数表編』（通称：青本） 

例）初回加算【居宅介護支援】 

 

 

 

 

 

 

ロ 初回加算       300 単位 

 注 指定居宅介護支援事業所において、新規に居宅サービス

計画を作成する利用者に対して、指定居宅介護支援を行

った場合その他の別に厚生労働大臣が定める基準に適合

する場合は、1月につき所定単位数を加算する。ただし、イ

の注２に規定する別に厚生労働大臣が定める基準に該当

する場合は、当該加算は、算定しない。 

 

 

 

【厚生労働大臣が定める基準に適合す

る場合】→利用者等告示・五十六 

次のいずれかに該当している場合 

イ  新規に居宅サービス計画を作成す

る利用者に対し指定居宅介護支援を

行った場合 

ロ  要介護状態区分が２区分以上変

更された利用者に対し指定居宅介護

支援を行った場合 

【厚生労働大臣が定める基準】 

→７０２頁 

◇初回加算について [老企第 36号 第 3の 9] 

  初回加算は、具体的には次のような場合に算定される。 

  ① 新規に居宅サービス計画を作成する場合 

  ② 要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合 

  ③ 要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①：本の本文に相当する部分。 

②：この文章は、国が定めたもの。（通称：単位数表告示） 

正式名参照先：サービスの最初のページ（通則） 

③：介護保険法の委任に基づくもの。法的拘束力あり 

「介護保険法第 46条第 2項及び第 58条第 2項の規定に基づき～」 

①：国が定めた委任先を記載。 

正式名は凡例（p.3）参照 

②：法的拘束力あり 

 

①：単位数表告示の実施に当たって、国が定めた留意事項通知。正式名は目次（p.4）参照 

②：この通知自体に法的拘束力はありません（※）が、立法者の留意事項であることを踏まえ、 

流山市は、留意事項通知の内容も具備することによって単位数表告示を満たしていると判断します。 

※国から地方公共団体への技術的助言（地方自治法第 245 条の 4第 1項） 

③：この場合、左上と右上を平易にまとめていますが、 

留意事項通知で初めて登場する手続きや要件もあるので注意してください。 

④：次ページの緑本で初めて示される事項もあるので、よく確認してください。 

満たさないと介護報酬算定不可 

→報酬返還の対象 
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『介護報酬の解釈 ３ QA・法令編』（通称：緑本） 

例）訪問介護の場合の目次の見方 

 

 

 

 

介護報酬 Q&A・・・・・・・・・・・・１１ 

Ⅰ 全サービス 

 全サービス共通【01】・・・・・・１２ 

 訪問系サービス共通【05】・・３２ 

 通所系サービス共通【06】・・３４ 

 

Ⅱ 居宅サービス 

１ 居宅サービス共通【02】・・３８ 

<訪問系サービス> 

２ 訪問介護【11】・・・・・・・・・４２ 

・ 

・ 

・ 

指定基準 Q&A・・・・・・・・・・・317 

Ⅰ 全サービス 

 全サービス共通【01】・・・・・318 

 訪問系サービス共通【05】・なし 

 通所系サービス共通【06】・330 

 

Ⅱ 居宅サービス 

１ 居宅サービス共通【02】・・331 

<訪問系サービス> 

２ 訪問介護【11】・・・・・・・・336 

・ 

・ 

・ 

平成 30 年度報酬改定 Q&A・・517  

Vol.1(平成 30 年 3月 23日) 

①全サービス共通・・・・・・・・・518 

②訪問系サービス 

訪問系サービス関係共通事項・・518 

訪問介護、定期巡回・随時対応

型訪問介護、小規模多機能型居

宅介護関係 

共通事項・・・・・・・・・・・・・・・・518 

・ 

・ 

Vol.4（平成 30年 5月 29日） 

①訪問介護、定期巡回・随時対

応型訪問介護、小規模多機能型

居宅介護関係 

共通事項・・・・・・・・・・・・・・・・575 

 

介護報酬（青本）に係るもの 

自サービス以外に、共通に掲
載されていることもあります 

指定基準（赤本）に係るもの 

自サービス以外に、共通に掲
載されていることもあります 

最近発出されたもの 

介護報酬、指定基準両方あり 

Vol.○のどれかに掲載されて
いることもあります。 
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2-2 加算・減算 

2-2-1 各種加算の提出期限 

 

 

2-2-2 加算の算定要件確認方法 

①：基本は青本、緑本で調べてください。 

②：届出が必要な一部の加算は、ホームページの様式に加算の要件（通知、Q&A も網羅）、添付書類を明示

しています。 
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2-2-3 【居宅介護支援】 運営基準減算  

 対象 加算名 内  容 

１ 居宅 運営基準 

減算 

【抜粋】 

・あらかじめ利用者に、以下の説明をし、文書を交付していない場合、減算。 

１：居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理

由の説明を求めることが可能であること。 

２：利用者は複数のサービス事業者等を紹介するよう求めることができること。 

→記載先は重要事項説明書をおすすめします。 

２ 居宅 運営基準 

減算 

【抜粋】 

・居宅サービス計画の新規作成及び変更の際、以下の場合、減算。 

１：居宅を訪問し、アセスメントしていない場合。 

２：サービス担当者会議を開催していない場合。 

３：居宅サービス計画原案を利用者（家族）に説明し、文書により同意を得て、

利用者及び担当者に交付していない場合。 

３ 居宅 運営基準 

減算 

【抜粋】 

・モニタリングにあたっては、以下の場合、減算。 

１：介護支援専門員が毎月、居宅を訪問し、特段の事情なく、利用者に面接し

ていない場合。 

２：モニタリングの記録をしていない状態が、特段の事情なく１月以上継続する

場合。 

※特段の事情：利用者の事情によるものであり、介護支援専門員に起因する事

情は含まれない。 
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３ 指定について 

3-1 変更・廃止・休止・再開の届出について 
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変更届に係る必要書類一覧表

A B C D E F G H I J K L M N O P Q
変
更
届
出
書

付
表

運
営
規
程

平
面
図

写
真

（
カ
ラ
ー

）

設
備
・
備
品
等
に
係
る
一
覧
表

賃
貸
借
契
約
書

（
写

）

建
物
の
登
記
簿
謄
本
等

（
写

）

法
人
登
記
事
項
証
明
書

（
写

）

誓
約
書

経
歴
書

勤
務
表

資
格
証

（
写

）

協
定
書
又
は
契
約
書

（
写

）

体
制
等
届
出
書

体
制
等
状
況
一
覧
表

加
算
の
種
類
別
に
求
め
る
書
類

1 ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △

3 ○ ○

4 ○ ○

5 ○ ○ ○

9 ○ ○ ○ △

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 ○

14 ○ ○ ○ ○

16 ○

必要書類

○

その他の事項

本体施設、本体施設との移動経路等

事業所・施設の名称

登録事項証明書又は条例等
（当該事業に関するものに限る。）

事業所・施設の建物の構造、専用区画等（事業
所の平面図及び設備の概要）

主たる事務所の所在地

申請者・開設者の名称

運営規程

6

7

10

11

併設施設の状況等

協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関の名称
及び診療科名等

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医
療院、病院等との連携・支援体制

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

事業所が病院若しくは診療所又はその他の事業
所のいずれかの別

15

代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

変更事由№

事業所・施設の所在地

○

○ ○

○ ○ ○ ○

△ ○

○

△8 事業所・施設の管理者の氏名、生年月日、住所 ○ ○

○

○
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3-2 業務管理体制の整備に係る届出について（今回は省略します） 

3-3 指定基準について 

3-3-1 指定基準の調べ方 

・『介護報酬の解釈 ２指定基準編』（通称：赤本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   指定拒否の禁止 （☆基準第 37条）  ◇   

第 3 条の８ 指定地域密着型通所介護事業者は、 

正当な理由なく指定地域密着型通所介護の提 

供を拒んではならない。 

 

（２）提供拒否の禁止 ☆一 

 基準第 3条の８は、指定地域密着型通所介護者

は、原則として、利用申込に対しては応じなければな

らないことを規定したものであり、特に、要介護度や

所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否すること

を禁止するものである。提供を拒むことのできる正当

な理由がある場合とは、①当該事業所の現員から

は利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の

居住地が当該事業所の通常の実施地域外である

場合、その他利用申込者に対し自ら適切な指定地

域密着型通所介護を提供することが困難な場合で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①：左段は、本文に相当する部分。 

②：この文章は、国が定めたもの。（通称：基準省令） 

正式名参照先：サービスの最初のページ 

③：◇、☆、下線などの凡例も、サービスの最初のページを参照。 

④：法的拘束力あり。「○○に定めるもののほか、基準省令の定めるところによる。」 

（「流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事業の人員、設備及び 

運営に関する基準を定める条例」第 36条） 

（地域密着型介護予防サービスも別の条例[第 16条]で規定） 

（居宅介護支援・介護予防支援もそれぞれ別の条例[第 6条]で規定） 

①：基準の趣旨及び内容を記載した国の解釈通知。正式名はサービスの最初のページ参照。 

②：この通知自体に法的拘束力はありません（※）が、立法者の解釈であることを踏まえ、 

流山市は、解釈通知の内容も具備することによって基準省令を満たしていると判断します。 

※国から地方公共団体への技術的助言（地方自治法第 245 条の 4第 1項） 

③：基準省令の趣旨、具体例のほか 

解釈通知で初めて示される内容もあるので注意してください。 

④：『介護報酬の解釈 ３QA・法令編』（通称：緑本）で初めて示される事項もあるので、よく確認してくださ 

い。 
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3-3-2 介護保険施設等における身元保証人等について 

（１）介護保険施設等では、次の機能・役割のために「身元引受人」や「身元保証人」等をサービスの利用契約

時に求めています。 

  ①滞納リスクの回避 

  ②医療同意を求めるため（侵襲性の高いものも含む。） 

  ③身上保護のため 

 

（２）介護保険施設等に関する法令上は身元保証等を求める規定はなく、各施設の基準省令においても、「正

当理由」なくサービス提供を拒否することはできません。つまり、入院・入所希望者に身元保証等がいないこ

とは、サービス提供を拒否する「正当な理由」に該当しません。また、要介護度や所得の多寡を理由にサー

ビス提供を拒否することもできません。 

 

正当な理由とは 

  ①当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

  ②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

  ③その他利用申込者に対し自ら適切なサービス提供をすることが困難な場合 

 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号） 

(提供拒否の禁止) 

第３条の８ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、正当な理由なく指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供を拒んではならない。 

※当該規定を各サービスの基準において準用しています。 

 

（３）その他詳細については、介護保険最新情報ｖｏｌ．６７６を参照してください。 
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3-3-3【居宅介護支援】一連のケアマネジメントプロセス 

 

 

 

 

 

軽微な変更とは 

・利用者の希望による軽微な変更（例えば、以下のような場合で、介護支援専門員が一連のケアマネジメントプ

ロセスが必要性ないと判断したもの。） 

・ケアプラン変更の際には、変更した理由を記載することをおすすめします。 

・軽微な変更の際は、軽微と判断した理由を記載することをおすすめします。 

軽微な変更の項目 内  容 

サービス提供の曜日変更 利用者の体調不良や家族の都合などの臨時的、一時的なも

ので、単なる曜日、日付の変更の場合 

サービス提供の回数変更 同一事業所における週 1回程度のサービス利用回数の増減

のような場合 

利用者の住所変更 左記同様 

事業所の名称変更 単なる事業所の名称変更の場合 

目標期間の延長 ケアプラン上の目標設定[期間や課題]を変更する必要がな

く、単に目標設定期間の延長を行う場合 

アセスメント

（13条6,7号）

ケアプラン原案

(13条8号)

担当者会議

（13条9号）

ケアプラン同意・交付

（13条10,11号）

モニタリング

（13条13,14）

ケアプラン変更の際は、 

アセスメントからやり直し 

（軽微な変更を除く） 

（第 13 条 16 号） 

 

・ここで初めて有効なケアプラン 

・介護認定更新の際も、有効期間満了までにここまで手続することが基本 
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福祉用具で同等の用具に変更するに際

し、単位数のみが異なる場合 

福祉用具の同一種目における機能の変化を伴わない用具の

変更の場合 

目標もサービスも変わらない（利用者の状

況以外の原因による）単なる事業所変更 

左記同様 

目標を達成するためだけのサービス内容

が変わるだけの場合 

第 1表の総合的な援助の方針や第 2表の生活全般の解決

すべき課題、目標、サービス種別等が変わらない範囲で、目

標を達成するためのサービス内容が変わるだけの場合 

担当介護支援専門員の変更 契約している居宅介護支援事業所における担当介護支援専

門員の変更（ただし、新しい担当者が利用者はじめ各サービス

担当者と面識を有していること）の場合 

※介護保険最新情報 Vol.155 より 
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3-4 指定基準に係る各種手続き 

3-4-1【居宅介護支援】頻回の訪問介護（生活援助中心型） 
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3-5 区分経理について（今回は省略します） 

3-6 事故報告について（今回は省略します） 

3-7 近年の消防法令の改正について（今回は省略します） 

3-8 災害対策について（今回は省略します） 

４ 実地指導事例等について 

１ 概要 
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２ 今年度の指導事例（抜粋） 

（１）人員基準 

 対象 指 導 内 容 

１  特になし 

 

（２）運営基準 

 対象 指 導 内 容 

１ 全般 【掲示】 

・重説（の項目）、指定通知書等を事業所の入り口等、見やすい場所に掲示すること。 

・重説本体である必要はない。 

２ 全般 【広告】 

看板や車に過去に提供していたサービスが記載されていたので、改めること。 

３ 全般 【重要事項説明書】 

・秘密保持に関する事項を記載すること。 

（参考：重説記載事項） 

・運営規程の概要 

・勤務体制 

・秘密保持 

・苦情処理の体制 

４ 全般 【財務諸表】 

拠点別・サービス種別ごとに区分経理すること。 

５ 全般 【相談室】 

物置化しているので、相談に適した環境にすること。 

６ 地域

密着 

【運営推進会議】 

記録を公表すること。 

公表方法例：事業所に掲示。ＨＰに掲載。 

７ 小多機 

看多機 

GH 

【協定書】 

夜間救急対応のための、介護保険施設・病院等との連携及び支援体制を整えること。 

８ 居宅 【個別サービス計画書の提出】 

介護支援専門員は居宅介護サービス計画に位置付けられた事業者に提出を求めること。 

９ 居宅 【サービス担当者会議】 

やむを得ず欠席する場合には照会等で意見を求めること。 

10 居宅 【重要事項説明書】 

「居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求

めることが可能であること」旨の記載すること。 

11 居宅 【ケアプランの変更】 
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変更に際しては、利用者の同意を得てから変更後のサービスを提供すること。 

 

（３）報酬等 

 対象 指 導 内 容 

１ 全般 【介護職員処遇改善加算】 

加算の使用用途は、介護職員に限ること。 

２ 居宅 【運営基準減算】 

ケアプラン変更の際は、アセスメントを含む一連のケアマネジメントプロセスを実施すること。 

３ 小多機 

看多機 

【サービス過小に対する減算】 

減算に該当するかどうか確認すること。 
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４ 【居宅】【特定事業所集中減算】 

特定事業所集中減算算定表を作成し、２年間保存すること。 
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５ 【居宅】【退院・退所加算】 

カンファレンスの要件を適切に満たすこと。本資料「2-2-2 加算の算定要件確認方法」から閲覧可。 
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５ 参考資料 

 以下、介護サービス事業を運営していくに当たり、参考となる資料がアップされている HP を紹介します。 

 

○厚生労働省 HP 

・社会保障審議会 (介護給付費分科会) 

 主に、制度改正に係る介護報酬やその他基準関係について審議されており、当該事項に関係する資料が公

開されています。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126698 

 

・社会保障審議会 (介護保険部会) 

 主に、介護保険法令の制度改正や介護保険事業計画に関する事項について審議されており、当該事項に

関係する資料が公開されています。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126734 

 

・全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議 

 毎年度１回開催される、介護保険制度全般に係る事項に関する資料が公開されています。当該資料を読み

込むことで、介護保険制度について全体的に把握することが可能となります。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-rouken.html?tid=129155 

 

・介護・高齢者福祉 

 主に、介護保険制度に関する施策情報や関連審議会・検討会等に関するページへのリンクが公開されてい

ます。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/ 

 

○WAM NET（ワムネット） 

 独立行政法人福祉医療機構が運営する福祉・保健・医療の総合情報サイトであり、介護保険制度に関する

情報が公開されています。 

 

・国保連インターフェース 

 主に、介護保険事務処理システム変更に係る参考資料（事務連絡）が公開されています。当該情報は、介

護報酬の請求に係る事項及び請求に係る国保連インターフェースに関する事項となっています。 

http://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail-list?bun=020050010 

 

・「介護保険最新情報」 

 主に、厚生労働省介護保険関係課から各自治体の介護保健主管課に対して通知される介護保険制度に

係る最新情報が公開されています。 

http://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail-list?bun=020060090 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126698
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126734
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-rouken.html?tid=129155
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/
http://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail-list?bun=020050010
http://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail-list?bun=020060090

